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研究成果の概要（和文）：大学国際化マネジメントにおける教職協働について、初年度は先行研究の考察を進め
た。その結果、教職協働推進の鍵として、国際化を牽引する国際担当上級管理職(SIOs)の役割を詳細に分析する
意義が大きいという結論に至った。2年目には米国や韓国の大学国際化マネジメント関係者のインタビュー調査
を実施し、SIOsの諸側面について他国との比較を試みることで、将来の日本の大学国際化マネジメントのあり方
を検討するという研究展開を得た。最終年度は日本におけるSIOsに関する調査を実施し日米比較を試みた。結果
に基づき、大学国際化マネジメントにおけるSIOsの構造的課題および今後のSIOsの育成における論点を整理し
た。

研究成果の概要（英文）：This research set out to identify necessary factors in the development of an
 internal organizational culture characterized by collaboration between faculty and administrative 
staff ("kyoshoku kyodo" in Japanese) for the effective management of university 
internationalization. Careful examination of previous research found that the role of senior 
international officers (SIOs) was crucial to creating an effective organizational culture. After 
conducting interview surveys overseas, we distributed a questionnaire based on AIEA's SIO survey in 
the U.S. to SIOs at Japanese universities to explore their profiles. The study found some structural
 and cultural differences between the two countries regarding the human resource management of SIOs.
 Japanese universities should pay attention to the differences when making a reform plan to shift 
from appointment-based SIOs to professional-based SIOs in order to promote effective “kyoshoku 
kyodo” collaboration for university internationalization.

研究分野：大学国際化マネジメント

キーワード： 大学国際化　大学マネジメント　大学国際化マネジメント　国際担当上級管理職

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
多くの日本の大学が採用する教員と職員の並列的組織構造は、国際的には普遍的特徴とはいえない。特に、高度
な専門性が求められる大学国際化においては、国際系組織の中でほぼ完結する責任・裁量体制において専門職を
配し、主として彼らの職場経験の蓄積によって専門性を高め、大学国際化アドミニストレーターとしての高度専
門職を育成する形式が欧米諸国を中心に見られる。本研究では、こうした大学国際化専門職の育成構造の違いを
海外調査により明らかにした。さらに、日本の大学国際化専門職の職能開発体制、責任体制、抱える課題等を体
系的に調査した国内初の調査を実施し、大学国際化マネジメントの実態の一部を社会に発信することができた。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
(1) 大学国際化マネジメントにおける組織文化 
大学国際化という現象を組織論の観点から扱う教育社会学的研究は、ボローニャ・プロセスによ
り域内平準化を図る欧州で 1980 年代に活性化し、1990 年代以降は北米でも展開された。これら
の大学国際化マネジメント研究の初期には大学の組織構造に主要な着眼点が置かれ、執行部の
リーダーシップ下で展開される大学のポリシー、ミッション、ビジョン等のあり方を示すモデル
構築が試みられてきた。やがて、組織構造のみでなく大学がもつ組織文化の重要性に着眼点を得
たのが、アメリカで展開する「包括的国際化」や欧州圏の国々が提示する「主軸化する国際化」
という諸概念である。これらの概念では、組織文化は組織メンバーが共有する信念や行動規範と
され、この信念や規範の共有範囲が限られた国際化関連組織間のみでなく大学全体の組織に広
がり展開していくプロセスを示し、今後の大学国際化のあるべき方向性を提示している。 
 
(2) 日本の大学における組織文化の中の「教職協働」概念 
組織文化を組織内メンバーが共有する信念や行動規範とすれば、日本の大学運営において特徴
的な「教職協働」は組織文化の一側面と見ることができる。本研究ではこれを「日本の大学組織
の構造的特徴により二元化される「教員」と「職員」が大学や部局の共通目標に対峙するとき、
協調的態度を取りながら対等の立場で諸活動に取り組むことを指す組織行動の規範的概念」と
定義する。教職協働は大学運営の諸場面で起こりうる規範的組織行動であり、大学機能が複雑化
する中、様々な大学運営場面での効果検証の期待が高まっている。 
 
２．研究の目的 
教職協働の実態と効果を大学国際化マネジメントにおいて探究するにあたり、本研究では「大学
国際化という文脈において、教職協働はどのように実践的に形成され、発展するか」という問い
を設定し、大学国際化マネジメントにおける教職協働を国内外の実践において探究する中で、国
際化マネジメント推進の主要な要因を同定することを目的とした。 
 
３．研究の方法 
本研究の目的および問いの追究にあたり、(1)先行研究の文献調査、(2)国内外の大学国際化マネ
ジメント関係者への半構造化インタビュー、そして(3)質問票調査を実施した。 
 
(1) 大学マネジメントおよび大学国際化における教職協働の主な先行研究調査は本研究以前に
済ませており、本研究では大学国際化の実践における教職協働がどのように考えられ、その形成
度合いや効果が測られているのかをより深く理解するために、2000 年代から継続的に実施され
てきた国内の大学国際化事業の報告書等を中心に調査した。 
 
(2) 大学国際化マネジメントにおける実務者から教職協働の推進要因について知見を得るため、
韓国および米国において半構造化インタビューを実施した。 
 
(3) 上記(1)および(2)から、大学国際化マネジメントを上級管理職の立場から担う大学国際化
担当上級管理職の役割と影響が大きいことが知見として得られた。このことから、日本の大学国
際化上級管理職（Senior International Officers; SIOs）のプロファイルを明らかにするオン
ライン調査（対象大学 106 校、対象者 201 名、回答数 111 件、回収率 55.2%）を実施した。 
 
４．研究成果 
(1)文献調査 
本研究が焦点とした大学国際化マネジメントにおける教員と職員の協働について、特に大学国
際化を推進する大学において教職協働がどのように捉えられ、そしてその推進度合いがどのよ
うに測られているのかを探るため、継続中の大学国際化推進事業「スーパーグローバル大学創成
支援事業（SGU）」（2014 年度-2023 年度予定）採択大学の申請書および報告書を比較検討した。
その結果、SGU 採択大学に求められる成果指標の中で、教職協働推進への施策においては大多数
の大学が職員の外国語運用能力の向上に向けた取り組みを掲げていること、また、各大学独自の
具体的な教職協働の定義づけを明示したり、その実現のための、外国語運用能力に留まらない企
画力や情報分析能力を含む包括的な職員の職能開発施策を明記している大学は数大学に留まる
ことが分かり、大学の特徴により異なる教職協働のあり方やその開発方策についての大学ごと
の探索やそれに基づいた計画が深まっておらず、国際化マネジメントにおける次段階としてこ
れらの点が重要であるという知見を得た。この分析結果は、Yonezawa (2018) にまとめた。 
 
(2)国内外の大学国際化マネジメント関係者へのインタビュー調査 
韓国および米国において実施した大学国際化マネジメント担当実務者へのインタビューでは、
当該国において日本に見られるような教員・職員の組織体制、業務内容、責任構造等における分
化が見られるか、そして、大学国際化マネジメントを担当する教員・職員の雇用、職能開発、キ
ャリアパスにおける基準や規程、慣行等の諸構造を中心に探究した。調査成果を以下にまとめる。 
 



① 韓国においては、特に職員において日本に見られるのと比較的よく似た雇用・組織体制があ
り、正職員の数年周期の組織内異動や非正規職員の有期雇用体制により、大学国際化マネジ
メントにおけるスタッフの長期的定着が比較的難しい様子が浮き彫りになった。一方、特に
都市部での市民の留学熱や低年齢からの英語学習者の増加により、留学経験があり多言語運
用能力が高い若者を中心とした豊富な人的資源が大学国際化マネジメントの実践を支えて
いることが分かった。 
 
② 米国におけるインタビュー調査では、日韓に見られたような教職員の組織上の分化はほぼ見
られず、大学内の国際系オフィスは独立した雇用体制を有し、オフィスの長が人事や予算に
対する裁量を比較的大きく有すること、それにより専門職として資質と経験を有するスタッ
フが比較的長期間執務する傾向が見られること、また、経験や職能開発により資質を向上さ
せた専門職が、能力をより活かせる場を求めて英語圏を中心とする大学間を移動する様子が
明らかになった。そして、この米国調査の結果、専門職としての大学国際化スタッフが職場
経験により資質を向上させ、職場移動を伴う昇進を繰り返し最終的に副学長などの大学国際
化担当上級管理職（SIOs）となるキャリアパスや、彼らがある程度の人事予算上の権限をも
ちながら大学国際化戦略策定と実施にあたるという責任体制を同定することができた。米国
でのインタビュー調査を含むこの段階での研究成果は、米澤（2019）にまとめた。 
 
(3)大学国際化担当上級管理職に関する質問票調査 
大学国際化における教職協働推進の要として、国際化を牽引する SIOs の役割等を詳細に分析す
る研究上の意義が確認されたことから、日本の SIOs の諸側面について他国と比較するための質
問票調査を実施した。なお、この調査で用いた質問項目の多くは、米国の大学国際教育アドミニ
ストレーター協会 AIEA（Association of International Education Administrators）が 2014
年から 2,3 年ごとに実施している SIOs profile survey と共通しており、日米の比較が可能で
ある。本調査結果から明らかになった要点は次の 5点である。以下、比較のために用いる米国調
査の結果については、AIEA が 2017 年に実施した SIOs Profile Survey の調査結果を AIEA の協
力のもとに併せて公表する。 
 
① 性別と年齢層：大学国際化を牽引する上級管理職のプロファイルとして日米間で相違があっ
た項目は、性別と年齢層であった。日本の回答者は男性が 8 割以上を占めていたのに対し、
米国調査（AIEA）では男女比がほぼ 1対 1であり、米国における上級マネジャー職のジェン
ダーバランス均衡化が窺える（図 1）。また、年齢層については、両国とも 56-60 歳層が最多
ではあるが、その次に多い年齢層は日本はその上の 61-65 歳層であるのに対し、米国ではそ
の下の 51-55 歳層が占め、日本より若い年齢層が SIOs に就任する傾向を確認した（図 2）。 
 

 

            
 

 
 

図 1. SIOs回答者の性別 

日本（本調査） 米国（AIEA 調査） 

日本（本調査） 米国（AIEA 調査） 



 
 
② SIOs 就任動機（日本調査のみ）：現職の SIOs に就任した理由を尋ねる項目では、人事制度上
の理由や学長等の意向による任命等の外的要因（58%）が、本人の経験・能力から判断した
希望等による自発性の高い就任・任命等の内的要因（37%）よりも高い割合を示し、国際経
験がある等の理由で学内人材を SIOs に登用する様子が浮き彫りとなった（図 3）。 
 

 
 

              
 
 
③ 現職 SIOs の退任後に希望するキャリアパス：現在の国際担当上級管理職の任期を終えた後
どのようなキャリアパスを望むかを尋ねる項目では、米国では「SIO 職に残りたい」とする
回答が 65%であり、「教員職に異動したい」とする回答はわずか 3%程度であったのに対し、
日本の本研究調査では、両項目とも約 25%の回答があった（図 4）。このことから、大学運営
の中で自己の大学人としてのアイデンティティをどのように位置づけ、それに基づきどのよ
うなキャリアパスを描いているかという点において、日米間で違いがあることが分かった。 

 
             

             
 
 
④ 現 SIOs 職がテニュアか否か：現在の SIO 職がテニュア（終身在職権）をもつかどうかを尋
ねる項目では、日本の本調査回答者の 8割近くがテニュアをもつと回答したのに対し、米国
ではテニュアではない回答者がテニュアをもつ回答者を若干上回る 6 割近い回答となった
（図 5）。このことが示唆するのは、SIOs の専門職としての確立度合いと専門職の大学間移
動の度合いの日米における相違である。日本では SIOs の学内登用が多く、テニュアを獲得
した教員職や実績を積んだ学内の上級職員が SIOs に就任する傾向があるのに対し、米国で

図 2. SIOs回答者の年齢層 

図 3. SIOs就任の動機 

図 4. 現 SIOs職退任後の希望 

日本（本調査） 米国（AIEA 調査） 



は SIO としての専門性を買われ学外から雇用された者が、一定の任期で大学国際化戦略を立
て、そのマネジメントを指揮し、大学国際化マネジメント専門職としての資質と経験を蓄積
し、次の専門職としての活躍の場を目指し大学間を移動する様子が窺える。 
 

 

          
 
⑤ 国際教育分野の経験年数：大学国際化マネジメントを上級職の立場から率いるのに必要と思
われる経験の一つの指標として、SIO 職に就任する前からの国際教育（international 
education）分野での経験年数を確認する項目を設定した。その結果、日本においては、現
SIOs の中で国際教育経験を「1年未満」有するとする回答が 7%、5 年程度までは経験がある
とする回答が約 30%であった。他方、AIEA による米国調査の同項目では、最も多かった回答
は「20年より多い」という項目であり（39%）、日本で最も回答の多かった「1から 5年」は
6%、「1 年未満」は 0%であった（図 6）。このことから、米国では日本に比べ、SIO に就任す
るまでに相当年数の国際教育分野での経験を蓄積するケースが多くみられることが分かっ
た。 
 

 
 
 

        
 
 
本質問票調査結果は、日本の大学国際化マネジメントを牽引する SIOs のプロファイルや職
能開発体制、責任体制、抱える課題等を体系的に調査した初めての試みとなり、その社会的
意義は大きいと考える。こうした調査は経年による変化を追うことでより研究意義が高まる
ため、今後の展望として、数年間隔での継続調査に取り組むことを計画する。さらに、今後
は国内の SIOs の雇用や資質開発における現状分析を行うためのより詳細な調査を、インタ
ビューなどの手法を中心に展開していくことを予定している。 

図 5. 現 SIOs職がテニュア（終身在職権をもつ）か 

図 6. SIOsの国際教育分野の経験年数 

日本（本調査） 米国（AIEA 調査） 

日本（本調査） 米国（AIEA 調査） 
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